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１ 外郭団体経営計画について 

本計画は、令和３年１２月に策定した「外郭団体見直し基本方針（改訂版）」（以下、「基

本方針」といいます。）に基づき、外郭団体が基本的役割と個別的役割を果たすため、経営

方針や事業（活動）指標を位置付け、その達成状況等の進行管理を行うためのロードマッ

プとして策定するものです。 

 基本方針においては、外郭団体への関与のあり方として、「外郭団体は、市と強い連携が

求められ、市と一体とも言うべき性質を有する一方、独立した法人格を持つことを活かし、

自立的で専門的かつ効率的な組織運営を行うべきである。」としており、団体と市が連携を

図りながらも、本計画の策定や進行管理の主体は外郭団体としています。 

 進行管理にあたっては、本計画に基づき、計画期間中の各年度において、財務状況や活

動状況、本計画の達成度合いについてまとめる経営報告書を作成し、茅ヶ崎市行政改革推

進委員会（以下、「委員会」といいます。）及び行政改革推進本部（以下、「本部」といいま

す。）において基本方針に記載する「検証等を行う事項」について検証等を行い、目標の達

成を担保するものとします。委員会及び本部における審議・検証内容を反映した経営報告

書は公開するものとし、特に、委員会においては、外郭団体の出席を求め、内容に関する

質疑応答や、外郭団体のあり方を含め、第三者機関から直接助言を行う機会とすることと

します。 

 計画期間については、市実施計画との整合性から５年間を基本としながらも、社会情勢

の変化やＰＤＣＡサイクル等を踏まえ計画期間内でも指標等の変更を可能とすることで、

過去の状況から定めた目標だけに捉われず、新しい課題に迅速に対応することを評価でき

るようにします。なお、本計画の初回計画は茅ヶ崎市実施計画 2025 に合わせ、令和５年度

から令和７年度までの３年間とします。 

策定に際しては、指標等の内容について、委員会に諮り、意見聴取を行いました。また、

本計画満了時には、基本方針に規定する「外郭団体の必要性の検証」について、団体の取

組内容や実績、社会情勢等を踏まえた委員会の意見聴取を行い、実施することとします。 

【外郭団体の基本的役割】 

① 市の行政活動における政策の実施部門から分離された一定の事務・事業を担う独立の

法人格を持つ最も適切な機関として、あるいは公的領域における法令上の位置付けと専

門的役割に基づく事務・事業を担う機関として、自律的な運営を図りながら、行政を補

完し、効率的な行政運営を促進する。 

② 市が直接実施する必要はないが、民間にゆだねた場合、継続的に実施されないおそれ

があるものを効率的かつ効果的に実施する。 
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【検証等を行う事項】 

①外郭団体の必要性

②外郭団体の個別的役割の達成状況

③外郭団体への関与の内容

④外郭団体の経営状況

⑤その他本方針の内容

【本計画の対象】 

令和４年４月時点の外郭団体（「外郭団体見直し基本方針（改訂版）」における見直し

対象団体）を本計画の対象としました。 

①団体の管理経費の５０％以上に相当する補助金等を市が支出し、団体の性質や事業内

容等から、経営への関与を行う必要があると認められる団体 

・公益財団法人茅ヶ崎市文化・スポーツ振興財団

・社会福祉法人茅ヶ崎市社会福祉事業団

②市の出資・出捐の割合が５０％以上となっている団体 

・公益社団法人茅ヶ崎市シルバー人材センター

・社会福祉法人茅ヶ崎市社会福祉協議会
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２ 外郭団体経営計画の掲載項目について 

（１）団体について 

① 概要

 各外郭団体の設立年月日、設立目的、事業概要等、団体の基礎情報を掲載していま

す。担当部課については、本市における外郭団体の所管課を表しています。 

② 指定管理者として管理する公の施設

各外郭団体が指定管理者として管理する本市の公の施設名と指定管理期間、指定管

理期間中の債務負担行為限度額を記載しています。 

③ 人員等の状況

令和２年度末及び３年度末（３月３１日時点）に在籍する役員（監事を含む、評議

員は除く）及び職員の人数、平均年齢を記載しています。 

※ 常勤は任期に定めのない役職員とし、それ以外のものは非常勤としています。た

だし、次のものは常勤とします。 

ア 任期に定めがあるが、休職、休業している常勤役職員の代替である役職員。

イ 当該時点で無期労働契約に転換している職員のうち、事業所の所定の労働時間

を通じて勤務する職員。 

ウ アまたはイにあてはまり、育児・介護休業法に基づく短時間勤務（１日の所定

労働時間を原則６時間とする）となっている場合。 

エ 市退職者の役職員で、フルタイム勤務職員。

※ 当該時点で休職、休業している役職員は計上しないこととしています。

※ 役員と職員を兼務している場合は、役員数に計上しています。

※ 当該年度途中で役職員の別、常勤・非常勤の別に変更があった場合についても、

当該時点における区分により計上しています。 

※ ３月３１日をもって退職する役職員についても、計上しています。

※ 業務の請負・委任の形態で就業している職員については、計上しないこととして

います。 

④ 人件費等の状況（役員）

令和２年度末及び３年度末（３月３１日時点）における常勤役員及び非常勤役員の

「対象人数」「報酬（総額）」「平均報酬」を記載しています。なお、常勤、非常勤の別

は「③人員等の状況」の記載要領によります。 

※ 当該年度途中で役職員の別、常勤・非常勤の別に変更があった場合は、当該時点

における区分により計上しています。この場合、「報酬（総額）」については、当該
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時点の区分にて支払った額を計上し、「平均報酬」の算出にあたっては、当該者を除

いて計算することとしています。 

※ 当該年度３月３１日時点で在籍していない役員については、各欄の計算にあたっ

ては当該者を除いて計算することとしています。 

⑤ 人件費等の状況（職員）

令和２年度末及び３年度末（３月３１日時点）における常勤職員及び非常勤職員の

「給与（総額）」、「平均給与」を記載しています。なお、常勤、非常勤の別は「③人員

等の状況」の記載要領によります。 

※ 給与については、標準報酬月額において標準報酬の対象となる報酬（基本給のほ

か、役付手当、勤務地手当、家族手当、通勤手当、住宅手当、残業手当等、労働の

対償として事業所から現金または現物で支給されるもの。年４回以上支給される賞

与も含む。）としています。 

※ 当該年度途中で役職員の別、常勤・非常勤の別に変更があった場合は、当該時点

における区分により計上しています。この場合、「給与（総額）」については、当該

時点の区分にて支払った額を計上し、「平均給与」の算出にあたっては、当該者を除

いて計算することとしています。 

※ 当該年度３月３１日時点で在籍していない職員については、各欄の計算にあたっ

ては当該者を除いて計算することとしています。 
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（２）財務について 

① 財務諸表

令和２年度及び３年度の各団体の財務諸表を掲載しています。掲載している指標の

内容は次のとおりです。 

② 総収入に占める市の財政支出状況等

令和２年度及び３年度の市から各外郭団体に対する各支出額を掲載しています。 

※ 表中括弧書きは総収入に占める割合を表しています。

項目 財団・社団法人 社会福祉法人 

総収入 
正味財産増減計算書の収益の合計

値 
事業活動計算書の収入の合計値 

総支出 
正味財産増減計算書の費用の合計

値 
事業活動計算書の費用の合計値 

当期収支 総収入と総支出の差額 

資産合計 貸借対照表の資産の部合計値 

負債合計 貸借対照表の負債の部合計値 

正味財産合計 貸借対照表の正味財産の部（社会福祉法人は純資産の部）合計値 

当期正味財産

等増減額 

正味財産増減計算書の当期正味財

産等増減額 

事業活動計算書の当期活動収支差

額 
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③ 経営評価指標

外郭団体の財務状況を表す指標として、自立性、安全性及び効率性の観点から、計

７項目を設定しており、令和２年度及び３年度の結果を記載しています。 

各指標の概要は以下のとおりです。 

※ 経常収益・経常支出：社会福祉法人は、事業活動計算書の事業活動収入計（サービ

ス活動収益計）・事業活動支出計（サービス活動費用計）に読み替える。

※ 管理費：社会福祉法人は、本部・事務局運営に係る経常支出に読み替える。

指標名称 計算式 内容 

補助金 

依存率 
（市補助金収入／経常収益）×100 

収入に占める補助金の割合から、補

助金依存度を評価する。前年度比減

が望ましい。 

受託事業 

収入率 
（市受託事業収入／経常収益）×100 

収入に占める受託事業収入の割合

から、受託事業への依存度を評価す

る。前年度比増が望ましい。 

自主事業費 

比率 
（自主事業費／事業費）×100 

事業費に占める自主事業費の割合

から、自主事業への取組状況を評価

する。前年度比増が望ましい。 

自己資本 

比率 
（自己資本／資産合計）×100 

資産合計に占める正味財産の割合

から、団体運営の安全性を評価す

る。一般的には 50％以上であるこ

とが望ましい。 

流動比率 （流動資産／流動負債）×100 

１年以内に返済を要する負債に対

する１年以内に資金化できる資産

の比率から、団体の支払い能力を評

価する。一般的には 200％以上であ

ることが望ましい。 

人件費 

比率 
（人件費／経常収益）×100 

収入に対する人件費（役員、職員に

かかる給料、手当、福利厚生費など）

の割合から団体運営の効率性・弾力

性を評価する。前年度比減が望まし

い。 

管理費 

比率 
（管理費／経常支出）×100 

支出に占める管理費の割合から、団

体運営の効率性を評価する。前年度

比減が望ましい。 
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（３）経営方針等 

① 個別的役割（目標）

市が外郭団体の活動を通して達成したい施策目標、状態を記載しています。 

② 現状と課題

①の個別的役割（目標）と比較した際の現状と課題について記載しています。

③ 計画期間における達成目標

②の現状と課題を踏まえ、計画期間満了時までに達成を目指す外郭団体の姿につい

て記載しています。 

④ 目標の達成に向けた課題

③の目標を達成する上での課題について記載しています。

⑤ 計画期間中の経営方針

④の課題を踏まえ、計画期間中にどのような経営に取り組むかを記載しています。

（４）事業（活動）指標 

（３）の経営方針等を踏まえ、目標とする事業（活動）指標について、令和３年度実

績及び令和５年度から７年度までの目標を記載しています。 

  指標については、適切に外部評価ができるように、可能な限り「定量的指標」とし、「定

性的指標」とする場合も、主観によらない評価が可能なものとしています。財務指標、

定数（人工、人件費）指標については、特定の財務指標等の評価のみで団体のあるべき

姿の達成に直接は繋がらないことから、基本的には経営計画上の指標にはしないことと

しています。ただし、「数値が示す傾向として～以上が望ましい」等の判断指針は可能な

限り掲載し、明確に達成を目指すべき根拠のある数値目標があれば指標化しています。 

  また、施設の利用者数等、一部の事業（活動）指標については、コロナ禍による影響

を大きく受けているものがあることから、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける以

前の令和元年度との比較により目標を設定しています。 

  なお、指定管理業務に係る指標について、現在の指定管理期間を超えて目標設定して

いるものについては、継続して指定管理を受託した場合を想定して作成したものとなっ

ています。 

目標の設定にあたっては、EBPM（Evidence Based Policy Making）の考え方を踏まえ、

「内容説明」欄については、指標の市の施策上の必要性や、達成に向けた取組内容や課

題、数値の根拠、計画策定時の「現状」等を文章で記載しています。 
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数値については経営報告書で現状を捉え、外部評価を行った上で、必要に応じて計画

内容の見直しを行っていくものとします。 

※（３）経営方針等及び（４）事業（活動）指標については、令和５年４月１日時点の状

況に基づいて記載しています。 

-8-



３ 各団体の経営計画 
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1

⑴

■ ■ ■ □

⑵

⑤ 茅ヶ崎市茶室・書院（松籟庵） R2.4.1～R6.3.31（4年間） 24,958

⑥ 柳島しおさい公園 R2.4.1～R6.3.31（4年間） 128,000

④ 茅ヶ崎市美術館 R2.4.1～R6.3.31（4年間） 288,538

① 茅ヶ崎市営体育施設 R2.4.1～R6.3.31（4年間） 244,036

② 茅ヶ崎市体育館 R2.4.1～R6.3.31（4年間） 460,400

③ 茅ヶ崎市民文化会館 R5.4.1～R6.3.31（1年間） 212,103

指定管理者として管理する公の施設

（単位：千円）

施設名 指定管理期間 債務負担行為限度額

Ⅰ 公益財団法人茅ヶ崎市文化・スポーツ振興財団

団体について

概要

（令和5年4月1日現在）

名称
公益財団法人
茅ヶ崎市文化・スポーツ振興財団

担当部課
文化スポーツ部文化推進課
文化スポーツ部スポーツ推進課

所在地 神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目11番1号

設立年月日 平成8年4月1日 基本財産 3億円 市出資率 100%

財務状況 経営計画等

設立目的

　文化芸術活動やスポーツ活動の振興を図るための事業を行い、茅ヶ崎市民が心豊かで潤
いのある市民生活を送り、健やかで活力ある地域の形成と発展に寄与することを目的とす
る。

事業概要

⑴ 芸術文化の振興を目的とする事業
⑵ スポーツによる健康増進及びスポーツの振興を目的とする事業
⑶ その他、この法人の目的を達成するために必要な事業

情報公開
HPアドレス https://www.chigasaki-arts.jp/

公開情報 定款 評議員・役員名簿
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⑶

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

⑷

⑸

92 2

71.8 △ 0.2

13 △ 1

24 0

2 0

50.8 0.8

1 0

1 0

65.0 1.0

12 △ 1

0 0

非
常
勤

職員給与 80,822

職員平均給与 1,225

人件費等の状況（職員）

令和２年度

役員平均報酬（千円） 48

常
勤

職員給与 134,003

職員平均給与 5,583 5,628 45

80,039 △ 783

1,177 △ 48

0

非
常
勤

役員のうち非常勤役員報酬対象者（人） 13

役員報酬（千円） 620

常
勤

役員のうち常勤役員報酬対象者（人） 0

役員報酬（千円） 0

役員平均報酬（千円）

人件費等の状況（役員）

令和２年度

59.0

合計（人） 90

非常勤

職員数（人） 66

1

平均年齢（歳）

職
員

2

平均年齢（歳） 50.0

68 2

1 0

60.1 1.1

合計（人） 14

常勤

職員数（人） 24

役員数（人） 13
役
員

常勤

役員数（人） 1

1

0

平均年齢（歳） 72.0

平均年齢（歳） 64.0

非常勤

人員等の状況

令和２年度 令和３年度 増減

（令和4年3月31日現在）

令和３年度 増減

0 0

0 0

0 0

12 △ 1

700 80

58 10

令和３年度 増減

135,078 1,075

（単位：千円）
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2

⑴

⑵

⑶

管理費比率 4.0

( 0.0%)

負担金

令和２年度 令和３年度 増減

5.4 1.4

（単位：％）

82.0 △ 3.4

340.1 △ 106.7

37.2 △ 3.5

0.0 0.0

0.0 0.0

4.5 △ 2.4

効率性
人件費比率 40.7

0

0

6.9

安全性
自己資本比率 85.4

174,449 ( 26.5%)

657,934 (100.0%)

0 ( 0.0%)

483,485 ( 73.5%)小　　計 483,485 ( 80.1%)

総
収
入

に
占
め
る
市

の
財
政
支
出
額

内
訳

補助金 0 ( 0.0%)

委託料 0

合　計（総収入） 603,483 (100.0%)

経営評価指標

※金額の括弧書きは総収入に占める割合

令和３年度 増減

( 0.0%)

( 80.1%)

その他収入 119,998 ( 19.9%)

0

0

54,451

54,451

483,485 ( 73.5%)

流動比率 446.8

自立性

補助金依存率 0.0

受託事業収入率 0.0

自主事業費比率

経営評価指標 令和２年度

0 ( 0.0%)

その他 0

指定管理料 483,485

当期正味財産等増減額 △ 71,205

負債合計 72,277

（単位：千円）

総収入に占める市の財政支出状況等

正味財産合計 423,812

92,774 20,497

0 ( 0.0%)

0 ( 0.0%)

0 ( 0.0%)

0

0

財務について

財務諸表 令和２年度

当期収支 △ 71,205

令和３年度 増減

△ 16,966

212 71,417

（単位：千円）

657,934 54,451

657,722

212 71,417

424,024 212

総収入 603,483

総支出 674,688

財務諸表

516,797 20,708資産合計 496,089
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3

⑴

⑵

⑶

⑷

⑸

　茅ヶ崎市が培ってきた文化の振興と継承、また新たな文化の創出や振興を通じ、文化的で豊かなまちづくり
に貢献する。さらに、多くの市民がスポーツに親しみ、健康で豊かな生活を送ることができるよう、スポーツ
の振興に寄与する。

経営方針等

個別的役割（目標）

計画期間中の経営方針

　公益財団法人として、公共の福祉と収益事業の利潤追求を図りながら、施設や分野の枠を超えて市が進める
政策を支援する事業を積極的に行う。事業の実施にあたっては、収益確保及び経費削減を図る工夫をし、市民
サービスの向上に努める。
・文化事業では「茅ヶ崎みんなのアートフェス」などの文化関係団体等との連携事業を拡大実施し、団体等と
一緒になって事業展開をしていくノウハウを蓄積し、他事業でも活用していく。
・子どもの居場所づくりの確保など、社会的包摂の視点を採り入れた事業を実施する。
・新たな財源の確保を図るため、「避難訓練コンサート」のような協賛事業等を実施する。
・ユニバーサルデザインを取り入れたホームページのほか、Twitter、Instagram等のSNSを用いて様々な情報発
信を図る。
・スポーツ事業についてはプロスポーツの興行など収益性の高い事業を取り入れる。

現状と課題

　公益財団法人茅ヶ崎市文化・スポーツ振興財団は、文化芸術活動やスポーツ活動の振興を図るための事業を
行い、茅ヶ崎市民が心豊かで潤いのある生活を送り、健やかで活力ある地域の形成と発展に寄与することを設
立目的としている。この目的に沿って、文化・スポーツ施設の管理運営を行いながら、市民創造育成事業、芸
術文化鑑賞事業、スポーツ教室事業等を実施している。
　今後も、市から自立して柔軟かつ効率的な運営ができる公益財団法人の強みを活かして、市が進める政策を
支援する事業展開を積極的に行っていくことが必要である。
　また、これまでは指定管理者として施設での文化・スポーツ分野の事業展開に注力してきたが、今後は市の
外郭団体として、市が目指すより良い地域の形成に寄与するため、施設や分野の枠を超えたさらなる事業の実
施も必要である。

計画期間における達成目標

　文化芸術分野においては、財団がこれまで蓄積してきたノウハウを活かし、従来の事業に加えて、市及び文
化関係団体等と連携し、市民が日頃の活動を発表できるステージやプロのアーティストと触れ合うことができ
る体験企画などを盛り込んだイベントを開催する。また、施設の枠を超えて学校や人が集まる場所でのアウト
リーチ事業を実施するなど、より多くの市民が文化芸術に親しめる環境をつくる。さらには、子どもの居場所
づくりの確保など、教育や福祉等の分野の視点を取り入れた社会的包摂の役割の形成を意識した事業を展開す
る。
　スポーツ分野においては、市民が積極的にスポーツ活動に取り組めるよう市及びスポーツ関係団体等と連携
してスポーツ活動を広げる基盤づくりを行い、生涯スポーツ社会の実現のため、ライフステージに応じたス
ポーツ活動をより一層推進する。また、本市の地域資源である湘南の海を活かしたマリンスポーツの推進を図
るほか、プロスポーツやアマチュア・トップスポーツの試合及び活動の誘致を進め、市民の観戦機会やトップ
アスリートと触れ合える機会を増やすことにより、スポーツへの関心、競技力を高め、併せて地域活性化に繋
げる。

目標の達成に向けた課題

・市が進める政策を支援するため、多様な団体と連携した事業や分野の枠を超えた事業を実施していくための
ノウハウを蓄積し、活用していくことが必要である。
・新たな事業の実施に係る財源の確保に向け、協賛事業や収益性の高い事業の実施、経費の削減が必要であ
る。
・様々な事業や教室の普及啓発のため、広報機会や広報媒体の拡大が必要である。
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4

　施設の貸出や自主事業の実施など、各施設事業の成果を総合的に測ることができる利用者数等を指標とし、
令和7年度は施設全体でコロナ禍前の元年度比で22％（元年度実績399,941人）の増加を目標とします。
　目標の達成に向けては、幅広い年齢層を対象とする多彩な自主事業に取り組むとともに、茅ヶ崎市体育協会
加盟団体をはじめ、その他のスポーツ関係団体の活動支援を行うなど、市のスポーツ推進における基本的な考
え方に位置付けられている「すべての市民の生涯にわたる豊かなスポーツライフの実現」を図るための事業を
展開します。
　なお、総合体育館は令和5年10月から7年3月まで大規模改修工事を予定しており、令和5年度及び6年度は利
用者数の減少を見込んでいます。

内容説明

市体育館 45,725 53,054 55,580 58,107

体育施設 125,890 127,148 128,419 129,667
柳島しおさい公園 49,173 49,664 50,160 50,648

349,167 343,854 234,159 488,109

内
訳

総合体育館 128,379 113,988 0 249,687

　施設の貸出や自主事業の実施など、各文化施設における事業の成果を総合的に測ることができる来館者数等
を指標とし、令和7年度は施設全体でコロナ禍前の元年度比で4.6％（元年度実績362,585人）の増加を目標と
します。なお、文化会館の目標値は来館者数、美術館は観覧者数、茶室・書院松籟庵は施設利用件数とし、そ
れぞれアウトリーチ事業等の参加者数を含むこととします。
　目標の達成に向け、市民文化会館では、施設貸出しや事業参加者募集活動の強化、質の高い共催事業の誘
致、自主事業の実施などに取り組みます。美術館では、他の文化施設や教育現場との連携強化、地域の魅力的
な作品を紹介する展覧会事業などに取り組みます。茶室・書院松籟庵では、伝統文化等に触れる既存の事業に
加え、ステップアップを目指した継続性のある事業や、学校の文化活動と連携する事業などに取り組みます。

指標名 体育館・体育施設等への利用者数・事業の参加者数

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

23,513 24,454 25,159 25,864

内容説明

363,544 371,291 375,401 379,511

内
訳

市民文化会館 339,784 346,580 349,978 353,375

茶室・書院松籟庵 247 257 264 272

美術館

指標名 文化施設の利用者数・事業の参加者数

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

　財団では、文化施設・スポーツ施設ともに文化芸術活動やスポーツ活動の振興を図るための事業を行ってい
ます。各施設の支出の構成は、自主事業に係る支出、施設の管理運営に係る支出、組織としての財団の管理に
係る支出となっており、施設管理等に係る経費を削減し、支出全体に占める自主事業に係る支出の割合（自主
事業比率）の割合の増加を目指すことで各種事業の充実を図り、市の文化・スポーツ政策を支援します。
　令和3年度はコロナ禍による事業の中止等により、元年度比4.3ポイントの減（元年度実績8.8％）となりま
した。本計画期間においては徐々に事業を拡充し、7年度には元年度の水準へ戻すことを目標とします。

事業（活動）指標

指標名 自主事業比率

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

4.5％ 7.7％ 8.3％ 8.8％

内容説明
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　総合体育館の大規模改修工事後の令和７年度事業として、一般利用のほか、プロスポーツの興行など収益性
の高い事業を実施します。
　興行事業については、茅ヶ崎市、藤沢市、寒川町をホームタウンとして活動するプロバスケットボールチー
ム「湘南ユナイテッドBC」や茅ヶ崎市、寒川町をホームタウンとする女子フットサルチーム「アニージャ湘
南」のホームゲームを実施します。このほか、プロレスをはじめとした様々な競技で興行を実施し、増収を目
指します。
　実施に当たっては、収益性のみを目標とせず、市民等の一般利用を圧迫しない範囲で行うことで、スポーツ
を「する」、「見る」、「支える」人の増加につなげ、市のスポーツ振興を図ります。
　総合体育館の休館中も、プロスポーツ興行事業の実施に向け、代替施設等を利用して、プロチームによる専
門的技術や指導により、様々なニーズに対応した教室やイベントを開催するなど、継続して良好な関係作り、
下地作りに取り組んでいきます。

指標名 プロスポーツの興行事業の実施回数

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

0 0 0 6

内容説明
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1

⑴

■ ■ ■ ■

⑵

②
茅ヶ崎市障害者ふれあい活動
ホーム

R2.4.1～R6.3.31（4年間） 0

Ⅱ 社会福祉法人茅ヶ崎市社会福祉事業団

団体について

概要

（令和5年4月1日現在）

名称
社会福祉法人
茅ヶ崎市社会福祉事業団

担当部課

指定管理者として管理する公の施設

（単位：千円）

施設名 指定管理期間 債務負担行為限度額

① 茅ヶ崎市障害児通所施設 R2.4.1～R6.3.31（4年間）

所在地 神奈川県茅ヶ崎市矢畑262番地2

設立年月日 平成5年3月9日 基本財産 3,000千円 市出資率 100%

福祉部障がい福祉課

設立目的

茅ヶ崎市の社会福祉事業の推進を図り、広く市民福祉の増進に寄与することを目的と
する。

事業概要

第二種社会福祉事業（児童発達支援センター・児童発達支援事業・保育所等訪問支援
事業、就労移行支援事業・就労継続支援事業Ｂ型、生活介護事業、共同生活援助事
業、障害児相談事業、特定相談事業）、公益事業等

情報公開
HPアドレス https://chigasaki-sfj.jp/

公開情報 定款 財務状況 経営計画等

275,316

評議員・役員名簿
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⑶

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

⑷

⑸

職員平均給与 4,301

非
常
勤

職員給与 89,198

職員平均給与 1,143

人件費等の状況（職員）

令和２年度

4,758 457

90,407 1,209

1,255 112

99,937 1,011常
勤

職員給与 98,926

0

72 △ 6

3 0

10,134

役員平均報酬（千円）

人件費等の状況（役員）

令和２年度

56.4

合計（人） 101

非常勤

職員数（人）

5,067

常
勤

役員のうち常勤役員報酬対象者（人） 2

役員報酬（千円）

常勤

職員数（人） 23

常勤

役員数（人） 2

78

3

64.5

3

平均年齢（歳）

職
員

0

平均年齢（歳） 40.0

63.5

人員等の状況

令和２年度

合計（人） 9

役員数（人） 7
役
員

（令和4年3月31日現在）

71.0 0.7

9 0

21

0

非常勤

2

3

平均年齢（歳） 70.3

平均年齢（歳） 1.0

7 0

令和３年度 増減

2 0

2

1.1

93 △ 8

令和３年度 増減

2 0

10,134 0

△ 2

0 0

42.1 2.1

48 6

令和３年度 増減

（単位：千円）

5,067 0

7 0

340 40
非
常
勤

役員のうち非常勤役員報酬対象者（人） 7

役員報酬（千円） 300

役員平均報酬（千円） 42

57.5
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2

⑴

⑵

⑶

( 14.6%)

その他 0

資産合計 415,219 497,142 81,923

指定管理料 54,908 ( 13.3%)

( 0.0%)

小　　計 67,133 ( 16.3%) 64,210

財務について

財務諸表

（単位：千円）

財務諸表 令和２年度 令和３年度 増減

総収入 412,162 441,023 28,861

総支出 361,554 366,978 5,424

当期収支 50,608

0 ( 0.0%) 0

74,045 23,437

※金額の括弧書きは総収入に占める割合

負債合計 58,105 66,352 8,247

正味財産合計 357,114 430,790 73,676

当期正味財産等増減額 50,608 74,045 23,437

総収入に占める市の財政支出状況等

（単位：千円）

0 ( 0.0%)

51,860 ( 11.8%)

委託料 12,225 ( 3.0%) 12,350 ( 2.8%)

安全性
自己資本比率 86.0 86.7 0.7

流動比率 790.4

経営評価指標 令和２年度 令和３年度 増減

0.0

受託事業収入率 3.0 2.8 △ 0.2

自主事業費比率 16.3 17.0 0.7

管理費比率 6.9 6.6

0

0

125

△ 3,048

0

△ 2,923

31,784

経営評価指標

（単位：％）

△ 0.3

817.8 27.4

効率性
人件費比率 72.4 68.6 △ 3.8

自立性

補助金依存率 0.0 0.0

28,861

令和２年度 令和３年度 増減

その他収入 345,029 ( 83.7%) 376,813 ( 85.4%)

合　計（総収入） 412,162 (100.0%) 441,023 (100.0%)

( 0.0%)

負担金 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%)

総
収
入

に
占
め
る
市

の
財
政
支
出
額

内
訳

補助金

-18-



3

⑴

⑵

⑶

⑷

⑸
　事業団の経営理念に基づき、従来より５つの経営方針を掲げている。そのうち本計画において重点を置いた
経営方針は次のとおりである。
・信頼される社会福祉法人として、茅ヶ崎市との連携の下に地域課題の解決に取り組みます。
・より質の高いサービスを提供できるよう、職員の資質を向上させ、組織体制を強化します。
・事業の継続的な改善、見直しを実施し、活力ある法人経営と効率的な事業経営により、経営基盤を強化しま
す。

　事業収支が恒常的な赤字に陥ることのないよう、各事業所が創意と工夫により利用者（障害福祉サービス等
事業収入）の確保に取り組む必要があるが、新型コロナウイルス感染症などによる予測不能な非常事態が発生
した場合など、将来起こり得る損失や支出などに備えておく必要がある。
　特に、老朽化した指定管理施設の施設や設備等への対応については、長期的視点において市と協議を進めて
いく必要がある。

計画期間中の経営方針

経営方針等

目標の達成に向けた課題

 「私たちは、きわめて公益性の高い社会福祉法人として、誰もが人として尊ばれ、愛する地域で自分らしく生
活できる社会づくりに貢献します。」
 事業団が掲げる上記の経営理念の実現に向け、将来にわたって自主的、自立的に安定かつ継続的な経営が行え
る法人となることを目指す。
・市域の福祉ニーズに応え、障害をもつ方々の安心した暮らしを守る。
・支援者として求められる高い専門性と豊富な知識・技術を身につけるため人材育成プログラムにおける体系
的な研修を実施する。
・法人を取り巻く環境の変化による経営リスクを最小限に抑え、効率的な事業運営により安定した経営基盤を
築いていく。

個別的役割（目標）

　茅ヶ崎市の障がい児（者）福祉施策の実施主体として、民間では対応が難しい福祉サービスや先駆的な取組
を積極的・継続的に提供することで、地域の福祉サービスの牽引役として、質の向上と安定に貢献する。

現状と課題

　令和２年度末から続いている新型コロナウイルス感染症に施設運営は影響を受けながらも、継続した福祉
サービスの提供により安定した利用者数を確保しつつ、利用料金制へ移行した指定管理施設を含め健全な法人
経営を行っている。
　ここ数年の課題である人材の確保については、企業説明会への参加を通じて地域に密着した人材へのアプ
ローチや障害福祉施設における仕事への理解促進など地道な活動を継続するとともに、法人ホームページのブ
ログ記事を通じて事業所の活動や職員紹介を掲載するなど、積極的な情報発信に努め一定の効果が得られてい
る。
　また、非正規職員の福利厚生の充実や処遇改善を実施したほか、風通しの良い職場作りや職員育成への取組
として研修体系を強化したことにより、職員の職場定着が図られつつある現状にある。
　なお、今後も健全な法人経営を継続していくためには、地域からの信頼に応えながら、継続して事業運営を
行うための確かな組織体制を確立し、維持していくことが求められているとともに、安定した収入の維持確保
と事業の効率化や合理化における経営土台を強化するための取り組みが課題である。

計画期間における達成目標
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内容説明

質の高いサービス提供と職員の資質向上を図ります。
　各事業所において、利用者の障害の多様化は顕著であり、職員の資質向上は必須となっています。特に「ふ
れあい活動ホームあかしあ」は生活介護事業所であり、障害支援区分に基づく職員配置に配慮が必要です。
　生活介護事業を開始した平成24年度の利用者の態様は、平均の障害支援区分が3.3、重度（重複）障害者数
が10名（全体の66.7％）でしたが、令和3年度は平均の障害支援区分が4.6、重度（重複）障害者数が16名（全
体の72.7％）となり、利用者の障害程度が重くなっていることが伺えます。
　強度行動障害者支援者養成研修による支援者の養成により、重度障害者や強度行動障害者がパニックとなっ
た際、適切な支援が行え、利用者と職員双方の安全を確保できる体制を整備してきましたが、引き続き、強度
行動障害支援者研修へ職員を派遣し養成することで支援の充実を図ります。
　なお、各事業所における職員配置数は限られており、同一研修に複数名の派遣は難しい状況にあるため、年
度ごとに1名の養成を目指します。

累計４名 累計５名 累計６名 累計７名

自主事業費比率の上昇により、自立的な経営を行います。
　指定管理施設である「ふれあい活動ホーム」の３施設は、就労移行支援、就労継続支援B型、生活介護事業
を実施しています。
　近年、障害福祉サービス事業へは様々な事業形態である法人の参入（表３）があるなか、外郭団体の基本的
役割とされる自律的な運営を促進するため、令和６年度に「ふれあい活動ホーム」を法人として事業移管を受
け、自主事業化を進めることにより、法人全体の自主事業費比率の上昇を目指します。
　なお、事業所運営にあたっては、利用者の高齢化や障害の多様化もあるなか、作業や生活支援においてもこ
れまで以上に個別的配慮が必要なケースが多く、事業所に求められる質は高くなる一方ですが、継続して利用
していただける事業所であり続けるために、利用者のニーズを柔軟にくみ取りながらサービス提供を確実に実
施します。
　なお、市より自主事業比率の望ましいとされる目標値は示されておりませんが、事業団として、法人全体事
業費の過半数を占める数値をもって市からの自立を目指します。

指標名 支援者の養成数

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

指標名 自主事業費比率の上昇

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

17.0% 17.0% 49.0% 49.0%

内容説明

事業の継続的な改善、見直しにより日中一時支援事業を整備します。
　市域に障害児の預かりサービスが不足していた平成19年度から、未就学児及び就学児の日中一時支援事業を
運営（平成26年度から２拠点運営）してきましたが、平成24年に児童福祉法が改正されて以降、全市的に就学
児対象の放課後等デイサービス事業所が増え、社会資源が充実してきました。（表１）
　現在の日中一時支援事業「かめっこくらぶ」におけるニーズは、経年の利用実績（表２）から見ても、未就
学児や小学校低学年の年齢層に利用が集中しており、小学校進学時の環境変化による情緒不安面への支援や保
護者の就労、休息支援並びに療育的支援は今後も必要な事業と捉えています。
　一方、18歳以上の障害者を対象とする日中一時支援事業は、民間法人では経営が成り立たないことなどを理
由に事業所数が減少しており、過ごしの場の確保については市としても対応が求められている現状にありま
す。
　これらの理由により、障害児を対象とする事業を療育施設である「つつじ学園」内に、18歳以上の障害者を
対象とする事業を障害福祉サービス事業所内に併設し多機能型事業所として実施することにより、合理的かつ
効率的な事業経営を目指します。
　なお、現時点では具体的な数値根拠の把握には至っておりません。今後、事業実施に向けたハード・ソフト
面の検討を進める中で、ニーズに対応した拠点整備を目指します。

事業（活動）指標

指標名 日中一時支援事業における拠点の整備数　

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

障害児対象　２拠点 障害児対象　２拠点 障害児対象　１拠点
障害児・障害者対象

各１拠点

内容説明
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茅ヶ崎市内の事業所数 （表１）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

2 4 3 5 12 16 17 21 22 23 29

8 9 10 10 11 12 12 12 11 12 12

　内、児対象 ※申請上は児・者の区分なし

10 13 13 15 23 28 29 33 33 35 41

参考資料：茅ヶ崎市障がい福祉課発行「障がい福祉のあんない」より

かめっこくらぶの利用実績 （表２）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

3歳児以下(年少以下 16 23 28 12 3 1 0 0 0 0

4歳児（年中） 54 47 81 50 50 37 8 23 16 0

5歳児（年長） 58 185 112 182 78 86 82 48 50 24

138 116 205 108 132 125 144 138 52 82

108 176 118 189 91 119 117 120 91 48

110 115 157 107 144 92 59 107 64 89

113 140 85 145 74 48 80 52

7 107 128 70 106 52 15 65

6 12 88 117 64 89 2 16

484 662 827 907 799 792 654 625 370 376

1,899 2,185 3,316 3,392 2,674 2,681 2,279 2,652 2,001 2,054

7.9 9.2 6.9 7.5 7.1 6.4 4.9 5.0 4.4 4.2

- - 7.1 7.1 4.2 4.9 4.6 6.3 4.1 4.4

7.9 9.2 14.0 14.6 11.3 11.3 9.5 11.3 8.5 8.6

茅ヶ崎市内の事業所数 （表３）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

2 2 2 2 3 4 4 3 3 4 3

6 6 6 7 9 11 11 11 11 13 13

8 8 8 9 12 15 15 14 14 17 16

0 0 0 0 2 3 3 3 3 3 3

参考資料：茅ヶ崎市障がい福祉課発行「障がい福祉のあんない」より

計

放課後等デイ

日中一時

実利用者数

小学4年生

小学5年生

計

小学6年生

計

内、株式会社の経営

就労移行

就労継続B型

小学1年生

小学2年生

延べ利用者数

東海岸/日平均利用人数

松が丘/日平均利用人数

全体/日平均利用人数

小学3年生
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⑴

■ ■ ■ ■

⑵

① 茅ヶ崎市自転車駐車場 R2.4.1～R6.3.31（4年間） 0

② 東海岸南自動車駐車場 R2.4.1～R6.3.31（4年間） 0

指定管理者として管理する公の施設

（単位：千円）

施設名 指定管理期間

Ⅲ 公益社団法人茅ヶ崎市シルバー人材センター

団体について

概要

（令和5年4月1日現在）

名称
公益社団法人
茅ヶ崎市シルバー人材センター

担当部課
福祉部高齢福祉課
くらし安心部安全対策課

所在地 神奈川県茅ヶ崎市十間坂一丁目4番8号

設立年月日 平成2年10月1日 基本財産 ‐ 市出資率 ‐

債務負担行為限度額

定款 評議員・役員名簿 財務状況 経営計画等

設立目的

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、健康で働く意欲を持つ定年退
職者等の高年齢者の希望に応じた臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に
係る就業機会を確保し、及びこれらの者に対して組織的に提供すること等により、高
年齢者の生きがいの充実、福祉の増進並びに社会参加の推進を図り、もって高年齢者
の能力を生かした活力ある地域づくりに寄与することを目的とする。

事業概要

臨時的かつ短期的な就業機会の開拓及び提供、就業に関する情報の収集及び提供、臨
時的かつ短期的な職業紹介事業又は労働者派遣事業、就業に必要な技能講習会、就業
に関する調査研究、就業に関する相談等

情報公開
HPアドレス http://chigasaki-sjc.com/

公開情報
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⑶

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

⑷

※常勤（役員のうち常勤役員報酬対象者）について、常務理事兼事務局長の役職にあるが、

その支払いは報酬ではなく給料のため、人数としても計上していない。

⑸

0 0

- -

19 2

0 0

72.4 0.5

19 2

17 △ 1

2 0

68 △ 5

令和３年度 増減

0 0

△ 0.4

非
常
勤

役員のうち非常勤役員報酬対象者（人） 15

役員報酬（千円） 853

常
勤

役員のうち常勤役員報酬対象者（人）

83,559 △ 2,325

役員平均報酬（千円） 57

常
勤

職員給与 85,884

職員平均給与 4,520

17 2

743 △ 110

44 △ 13

0

役員報酬（千円）

非
常
勤

職員給与 50,419

職員平均給与 988

人件費等の状況（職員）

令和２年度 令和３年度 増減

（単位：千円）

1,036 48

4,642 122

52,833 2,414

0

役員平均報酬（千円） 0 00

令和２年度

69.0

合計（人） 73

非常勤

職員数（人） 55

常勤

職員数（人） 18

役員数（人） 17

51 △ 4

0 0

67.6 △ 1.4

0

平均年齢（歳）

職
員

2

平均年齢（歳） 53.0

人件費等の状況（役員）

2 0

52.6

- 

非常勤

人員等の状況

令和２年度

役
員

常勤

役員数（人） 0

0

2

平均年齢（歳） 71.9

平均年齢（歳）

合計（人） 17

0 0

令和３年度 増減

（令和4年3月31日現在）
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2

⑴

⑵

⑶

0その他 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%)

4.4

61.9 60.4 △ 1.5

安全性
自己資本比率 59.3 55.8 △ 3.5

流動比率

△ 0.6

304.7 △ 38.8

効率性
人件費比率 33.8 33.5 △ 0.3

管理費比率 5.0

自主事業費比率

※金額の括弧書きは総収入に占める割合

経営評価指標

（単位：％）

経営評価指標 令和２年度 令和３年度 増減

343.5

自立性

補助金依存率 6.6 6.3 △ 0.3

受託事業収入率 52.4 47.6 △ 4.8

15,853

△ 8,358

小　　計 176,534 ( 38.0%) 152,323 ( 33.4%) △ 24,211

合　計（総収入） 464,525 (100.0%) 456,167 (100.0%)

その他収入 287,991 ( 62.0%) 303,844 ( 66.6%)

( 6.3%)

負担金 0 ( 0.0%) 0

当期正味財産等増減額 △ 36,955 △ 11,806

総
収
入

に
占
め
る
市

の
財
政
支
出
額

内
訳

補助金 30,574 ( 6.6%) 28,824

0 ( 0.0%)

委託料 145,960 ( 31.4%) 123,499 ( 27.1%)

指定管理料 0 ( 0.0%)

0

△ 22,461

0

( 0.0%)

資産合計 155,452 144,123 △ 11,329

△ 11,806

令和２年度 令和３年度 増減

△ 1,750

25,149

総収入に占める市の財政支出状況等

（単位：千円）

負債合計 63,232 63,708 476

正味財産合計 92,221 80,415

当期収支 △ 36,955 △ 11,806 25,149

財務について

財務諸表

（単位：千円）

財務諸表 令和２年度 令和３年度 増減

総収入 464,525 456,167 △ 8,358

総支出 501,480 467,973 △ 33,507
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3

⑴

⑵

⑶

経営方針等

（１）就業機会の拡大・提供
 　少子高齢化が進展する中で、高齢者の就労ニーズは依然として高く、一方で企業等における人手不足は社会
的な課題となっており、センターの果たす役割は重要となっている。内閣府の月例経済報告（令和４年２月）
では、「景気は、持ち直しの動きが続いているものの、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が残る中
で、一部弱さがみられる。」としているが、企業、公共からの受注の減少傾向にあまり変化は見られない。こ
のため、引き続き新規の受注先の開拓や拡大を図るとともに会員の就業機会の確保に努めることとする。
（２）会員確保の促進
　令和３年度の会員数は、９１２名、茅ヶ崎市の６０歳以上の人口を加味した粗入会率は、1.15％である。高
齢法等の法改正、高齢者の働く環境や制度の変化がある中で、高齢者の就労ニーズ等に応えるため、入会説明
会の周知やセンターのＰＲ活動を積極的に行うことで会員確保の促進を図る。
（３）安全・適正就業の徹底
　就業にあたっては、安全かつ適正な就業を第一に行うこととし、安全・適正就業作業ガイドラインの策定や
労働法規の順守など安全適正就業の徹底を図る。事故件数は概ね一定水準で推移しているが、重篤な事故は発
生していない。「事故件数０」を目標に、引き続き安全適正就業を徹底する取組を実施する。
（４）技能及び質の向上
　就業に対する理解、認識を深めるため講習会、会員相互の意見交換会等を実施し、技能及び仕事の質、効率
性を高め、お客様の満足度を向上させることで発注ニーズを高める。
（５）会員の親睦・生きがいづくり活動の推進
　会員相互の親睦を深めるとともに、会員の生きがいづくりに資する取組を推進することで、センターの活性
化を図る。
（６）社会参加活動の推進
　ボランティア活動をはじめとする社会活動を通じて地域社会との結びつきを得る機会の確保・提供に努め
る。また、会員の社会参加活動の促進を図るため、会員への周知と参加への啓発を行うこととする。
（７）組織の活性化、強化及び改善
　公益法人として定款に定められた目的を達成するため、派遣事業などの業務の増加、適正就業、リスク管
理、公益事業者としての管理など複雑化するセンター業務を効率的に実施できる組織体制を構築する。
（８）財政基盤の確立
　公益社団法人として、定款に定める事業を計画的に推進するため、新たな収入の確保など財政基盤の強化を
図るとともに、収支バランスを考慮した効率的な財政運営を行う。なお、令和５年１０月に消費税に係るイン
ボイス制度（適格請求書等保存方式）の導入が予定されており、その適用のあり方によりセンターの財政収支
は多大な影響を受けることが懸念されるため、その対応を検討することとする。

個別的役割（目標）

　「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき本市に設置されたシルバー人材センターとして、高年
齢者への就業に関する情報提供や生活様式に合わせた業務を提供するとともに、さまざまな社会参加を推進
し、健康で生きがいのある生活の実現と、地域社会の福祉の向上や活性化に貢献する。

現状と課題

　センターの設置並びに業務に係る根拠である高齢法（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法
律68号））の改正があり、令和３年４月から事業主に対し７０歳までの就業機会の確保措置を講ずる努力義務
が設けられた。こうした高齢者の働く環境や制度の変化に伴い、当センターにおいても会員の減少や高齢化と
いった傾向が見られる。さらに令和２年に発生した新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う経済の停滞等
による影響で、会員の就業機会の減少傾向は続いており、センターの会員数にも影響が出ている。
　一方、指定管理事業では企業におけるリモートワーク等の影響で利用者が減少し、利用料金収入が大幅に減
少することとなり、センターの運営への影響が懸念される。これについては茅ヶ崎市との連携を密にし、対応
する必要がある。
　また、令和５年１０月には、消費税に係るインボイス制度（適格請求書等保存方式）の導入が予定されてお
り、その適用の在り方も課題となっている。
　さらに、令和２年４月の労働者派遣法の改正があり、センターにおいても、派遣事業等における「同一労働
同一賃金」に伴う的確な対応が求められている。
　こうした中で、「就業機会を確保し、提供することで、生きがいの充実及び福祉の増進を図るとともに高齢
者の能力を活かした活力ある地域づくりに寄与する」というセンターの目的を達成するためにも、改めて就業
していただく会員の生きがいづくりや組織としての社会貢献活動も含め活力あるセンターとすることが求めら
れる。会員の安全及び適正就業について引き続き強化を図る中で、茅ヶ崎市や関係団体等と連携して、セン
ターの各事業を推進していく必要がある。

計画期間における達成目標
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⑷

⑸
　「就業機会を確保し、提供することで、生きがいの充実及び福祉の増進を図るとともに高齢者の能力を活か
した活力ある地域づくりに寄与する」というセンターの目的を達成するため、高齢者の生きがいづくりや組織
としての社会貢献活動も含めた活力あるセンターとする。また、センターの基本理念である「自主・自立、共
働・共助」のもと、会員の安全及び適正就業について強化を図る中で、本経営計画の事業（活動）指標や、中
期事業計画に掲げた目標と具体的取組について、茅ヶ崎市や関係団体等と連携して、センターの各事業を推進
していく。
　インボイス制度の導入への対策としては、財政基盤の安定を図るため、事務費の見直し等を行うことで財源
を確保し、新たな税負担に対応する。
　また、会員の就業機会を確保するため、当センターの事業活動について積極的にＰＲ活動を行います。人手
不足となっている分野を含め、市内の事業所の訪問等を実施し、センターのパンフレットによるＰＲ等を行
い、受託事業、派遣事業等の受注を確保し、増加を図る。こうした取組を推進することで、会員の就業ニーズ
に的確に応えるとともに、センターの事業活動の周知を図ることで、会員数の増加を図る。
　指定管理事業では、コロナ禍以降の利用者の減少による収入の大幅な減少に対応し、運営を継続するために
茅ヶ崎市とのさらなる連携を行うこととする。また、引き続き安全安心で利用しやすい施設となるよう対面方
式の利点を活かしたきめ細やかなサービスを提供するとともに、効率的な管理運営を推進し、高齢者の就業の
場を確保する。

　インボイス制度導入に伴う新たな税負担に対応するため、財政基盤の整備が急務となっており、当センター
の自主財源である請負契約における事務費や材料費等の値上げ等の検討を行う必要がある。
　また、このところの会員年齢の高齢化やホワイトカラーで退職した入会者の増加等に伴い、会員の就業ニー
ズに変化がみられる。従来多かった植木剪定や除草、草刈、襖・障子の張替作業などの就業ニーズが減少し、
事務補助などの軽作業を求める会員が増加傾向にある。
　一方、昨今の社会状況としては、学童の保育見守りや介護サービスなどの業務で人手不足が生じており、こ
うした分野で高齢者が就業することにより、地域社会に貢献することが期待されている。
　指定管理事業ではコロナ禍で減少した自転車駐車場利用者を増加させるための取組を引き続き行うととも
に、利用料金収入の減少がセンターの運営に影響を及ぼすことがないように対応を行う必要がある。

計画期間中の経営方針

目標の達成に向けた課題
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　請負・委任を中心とした受託事業について、茅ヶ崎市、公益法人、企業及び個人から植木剪定、除草、清
掃、管理などの仕事を受注しています。
　コロナ禍にあって、令和３年度の請負・委任契約の契約金額の実績は、前年度に比べ８．２％減少しました
が、令和７年度には、１０％程度の増加を目指しています。センターでは、会員の就業機会を確保するため、
当センターの事業活動について積極的にＰＲ活動を行い、受託事業の受注を確保し、増加を図ります。こうし
た取組を推進することで、会員の就業ニーズに的確に応えるとともに収益の確保を図ります。

内容説明

指標名 労働者派遣契約の契約金額（就業機会の拡大）

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

事業（活動）指標

令和７年度目標

指標名 請負・委任契約の契約金額（受注の確保）

290,626（千円） 318,395（千円） 319,305（千円） 320,215（千円）

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標

指標名 会員の就業率（就業機会の確保）

63,936（千円） 64,374（千円） 64,812（千円）

内容説明

　（公社）神奈川県シルバー人材センター連合会の拠点事務所として、労働者派遣事業を推進します。
　コロナ禍にあって、令和３年度の労働者派遣契約の契約金額の実績は、前年度に比べ２．３％減少しました
が、令和７年度には、６％程度の増加を目指しています。当センターの労働者派遣事業についてＰＲ活動を積
極的に行うとともに、人手不足の分野を含めた事業所の訪問等を行い、労働者派遣事業の受注の拡大を図りま
す。こうした取組を推進することで、適正就業の確保と会員の就業ニーズに応えるとともに、就業機会の拡大
と収益の確保を図ります。

61,186（千円）

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

81.7（％） 82.7（％） 83.4（％） 84.2（％）

　法改正により令和３年４月から事業主に対し７０歳までの就業機会の確保措置を講ずる努力義務が設けられ
るなど高齢者の働く環境や制度が変化し、当センターにおいても会員の減少や高齢化といった傾向が見られま
す。また、コロナ禍による経済の停滞等の影響で、会員の就業機会が減少し、センターの会員数にも影響が出
ています。
　令和３年度の会員数は、前年度に比べ２７人減少しましたが、令和７年度には、コロナ禍以前の水準を目指
し、９５人の増加を目標としています。こうした中で、会員の就業機会を確保し、会員の就業ニーズに的確に
応えること及びセンターの事業活動のＰＲ活動を積極的に行うことで、センターの会員数の増加を図ります。
　具体的には、女性会員数が令和３年度実績で２０５人（全会員数の２２％）と少ないため、６０歳以上の女
性を対象とした「生きがいと働き方」に関するセミナーを開催し、センターでの生きがい就労について関心を
持っていただくことを計画しています。また、市役所本庁舎市民ふれあいプラザにてセンターのブースを設
け、シルバー会員の働いている姿のパネル展示やパンフレット等の配架、ＰＲビデオの上映等を行うととも
に、第一カッターきいろ公園（中央公園）北側歩道の清掃ボランティア活動を行い、社会参加活動を通じてセ
ンターのＰＲを行います。

内容説明

　コロナ禍による経済の停滞等の影響で、会員の就業機会の減少傾向が続いています。
　令和３年度の会員の就業率は、会員数が大幅に減少したため前年度に比べ１．４ポイント増加しました。令
和７年度には、会員数が回復する中で２．５ポイントの増加を目指しています。このため、当センターの事業
活動の周知や就業先の開拓等により受託事業および労働者派遣事業等の受注を増加させることで、会員の就業
機会を確保し、会員の就業率を向上させ、会員の就業ニーズに的確に応えることができるようにします。

指標名 会員数（会員確保の促進）

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

912（人） 980（人） 993（人） 1,007（人）

内容説明
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指標名
指定管理事業における60歳以上の施設従業者の割合（人数）（高齢者の生き
がい就労の場の確保）

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

　指定管理事業では、高齢者である多くの会員及び職員が勤務しています。
　令和３年度の指定管理事業における６０歳以上の施設従業者の割合（人数）は、１００％であり、引き続き
令和７年度まで、この水準を維持することを目標としています。自転車駐車場等において、引き続き安全安心
で利用しやすい施設となるよう対面方式の利点を活かした高齢者によるきめ細やかなサービスを提供するとと
もに、効率的な管理運営を継続的に行うことで、高齢者の生きがい就労の場を確保します。

100（％）（131人） 100（％）（131人） 100（％）（131人） 100（％）（131人）

内容説明

-28-



-29-



1

⑴

■ ■ ■ ■

⑵

所在地 神奈川県茅ヶ崎市新栄町13番44号

設立年月日 昭和54年2月1日 基本財産 2,500千円 市出資率 ‐

Ⅳ 社会福祉法人茅ヶ崎市社会福祉協議会

団体について

概要

（令和5年4月1日現在）

名称
社会福祉法人
茅ヶ崎市社会福祉協議会

担当部課 福祉部地域福祉課

設立目的

社会福祉法第109条において、地域福祉の推進を図ることを目的とする団体として位置
づけられており、定款においても、茅ヶ崎市における社会福祉事業その他の社会福祉
を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、社会福祉
の推進を図ることを目的としている。

事業概要

福祉相談、ボランティアグループ・当事者団体の育成支援、地区社会福祉協議会の育
成支援、地区ボランティアセンターの推進、ミニデイサービス・サロン活動の育成支
援、ボランティアセンターの運営、福祉教育の推進、障害者生活支援センターの運
営、要援護世帯への援助、障害者ホームヘルプ事業、福祉サービス利用援助事業、成
年後見制度に関する事業、生活支援体制整備事業、共同募金事業への協力、小口生活
資金貸付事業、重層的支援体制整備事業、ハンディキャブ運行事業、茅ヶ崎市老人福
祉センター指定管理事業等

情報公開
HPアドレス http://www.shakyo-chigasaki.or.jp/index.html

公開情報 定款 評議員・役員名簿

① 茅ヶ崎市老人福祉センター R3.4.1～R8.3.31（5年間） 39,600

財務状況 経営計画等

指定管理者として管理する公の施設

（単位：千円）

施設名 指定管理期間 債務負担行為限度額
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⑶

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

うち市退職者（人）

※期間雇用（任期のある）のフルタイム職員は「非常勤」に仕訳した。

労働契約法に基づく無期労働契約転換（フルタイム）職員は「常勤」に仕分けした。

⑷

※常勤役員報酬の令和2年度について、総支給額が4,040,500円なので、4,041千円にした。

令和3年度も同額である。

⑸

人員等の状況

（令和4年3月31日現在）

1 1 0

平均年齢（歳） 66.2 67.2 1.0

令和２年度 令和３年度 増減

役
員

常勤

役員数（人） 1 1 0

69.5 72.3 2.8

合計（人） 17 17 0

非常勤

役員数（人） 16 16 0

2 2 0

平均年齢（歳）

常勤

職員数（人） 17 17 0

1 1 0

合計（人） 34 37 3

人件費等の状況（役員）

0 0 0

平均年齢（歳） 64.3 66.4 2.1

職
員

平均年齢（歳） 42.7 44.5 1.8

非常勤

職員数（人） 17 20 3

4,040 4,041 1

役員平均報酬（千円） 4,040 4,041 1

令和２年度 令和３年度 増減

常
勤

役員のうち常勤役員報酬対象者（人） 1 1 0

役員報酬（千円）

963 963 0

人件費等の状況（職員）

（単位：千円）

令和２年度 令和３年度 増減

非
常
勤

役員のうち非常勤役員報酬対象者（人） 1 1 0

役員報酬（千円） 963 963 0

役員平均報酬（千円）

常
勤

職員給与 96,893 104,452 7,559

職員平均給与 5,700 6,144 444

非
常
勤

職員給与 28,522 27,192 △ 1,330

職員平均給与 1,358 1,360 2
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⑴

⑵

⑶

財務について

財務諸表

（単位：千円）

財務諸表 令和２年度 令和３年度 増減

当期収支 7,519 △ 1,740 △ 9,259

資産合計 478,065 485,197 7,132

総収入 232,324 236,220 3,896

総支出 224,805 237,960 13,155

当期正味財産等増減額 7,519 △ 1,740 △ 9,259

総収入に占める市の財政支出状況等

（単位：千円）

負債合計 73,312 81,381 8,069

正味財産合計 404,753 403,816 △ 937

令和２年度 令和３年度 増減

総
収
入

に
占
め
る
市

の
財
政
支
出
額

内
訳

補助金 96,478 ( 41.5%) 90,740

委託料 54,916 ( 23.6%) 58,711 ( 24.9%) 3,795

( 38.4%) △ 5,738

負担金 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0

その他 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0

指定管理料 6,716 ( 2.9%) 7,202 ( 3.0%) 486

その他収入 74,214 ( 31.9%) 79,567 ( 33.7%) 5,353

小　　計 158,110 ( 68.1%) 156,653 ( 66.3%) △ 1,457

※金額の括弧書きは総収入に占める割合

経営評価指標

（単位：％）

経営評価指標 令和２年度 令和３年度 増減

合　計（総収入） 232,324 (100.0%) 236,220 (100.0%) 3,896

52.7 57.2 4.5

安全性
自己資本比率 84.7 83.2 △ 1.5

流動比率 291.9

自立性

補助金依存率 42.3 39.0 △ 3.3

受託事業収入率 24.1 25.2 1.1

自主事業費比率

0.2

348.8 56.9

効率性
人件費比率 74.0 77.6 3.6

管理費比率 3.0 3.2
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⑴

⑵

⑶

⑷

⑸

 「社会福祉法」に基づき本市に設置された社会福祉協議会として、地域福祉プランを推進し、重層的・複合的
な課題や制度の狭間の問題を捉えた活動を行い、地域福祉の向上に貢献する。

経営方針等

個別的役割（目標）

計画期間中の経営方針

　今日の地域福祉施策の動向を踏まえつつ、市社協発展・強化計画に基づいて次のように取り組む。
　地域社会の変化と多様化・複雑化する福祉課題・生活課題への対応に向け、地域とのつながりの再構築に向
けた活動を強化していく。
　事業の効果的な推進を図るため、市社協の事務・事業等の見直し等を図る。
　本会の組織強化を図るため、研修の受講や業務担当の変更等を計画的に進めることで職員全体の資質向上に
取り組むとともに、職責を意識した職員、市社協に求められる幅広い業務に対応できる職員の育成を図る。
　これらの取り組みをすすめるため、事業推進にかかわる補助金等の効果的な活用を図るとともに、民間財源
の活用を含め、自主財源の確保を図る。

現状と課題

　長寿命化や高齢化、家族構成の変化等により地域福祉の需要が高まる一方、高齢化、地域関係の希薄化によ
る地域福祉の担い手不足等が社会的課題となっている。
　市社協では、「一人ひとりを尊重し、共に見守り支え合い、心豊かに暮らせるまち」を目指して、地区支援
や、市社協での各種相談事業等の活用により福祉課題を把握し、地域と共有・連携しながら身近な場での支え
合い・つながりづくりを進め、茅ヶ崎市の地域福祉の推進に努めてきた。コロナ禍においては、人との接触、
集まってつながりをつくる形の活動等に制約があり、事業の実施は困難を極めたが、関わる地区の声を聞きな
がら対応を続け、経年の中での感染対策や手法の工夫等により相談支援活動や地区支援を絶やさず取り組んで
きたところである。
　一方で、市や他機関とも連携して共生社会実現に向けた市社協の役割を担っていくために、市社協内の体制
見直しも必要となってきた。地域に出向き把握した課題から地域づくりを推進する体制、併せて成年後見制度
の普及・促進に向けた中核機関との連携体制も必要であることから、令和３年度下半期以降、職員・事務局体
制の見直しを図っている。地域の活動を支援し、地域資源を活用することで地域福祉向上に貢献するため、体
制整備にも引き続き努めていく必要がある。
　また、新型コロナウイルス感染症の長期化に対応するため、関係機関との連携強化、必要な支援につなげる
ための見守り体制の強化に引き続き取り組んでいく。

計画期間における達成目標

　「みんながつながる　ちがさきの地域福祉プラン２」の３つの基本目標に沿って、次の取り組みをすすめる
ことで、茅ヶ崎の地域福祉の向上に貢献することを目指す。

・「つながる」：身近な場でのつながりづくりを目指し、サロン活動の推進等による居場所づくり、福祉学習
を含めた相互理解をすすめる機会等の提供に取り組む。
・「活動する」：誰もが力や特性を生かして地域に参加できるよう、ボランティア活動等の参加の機会づくり
（情報提供・場の活用等を含む）、担い手の育成に取り組む。
・「支え合う」：住民が地域課題に気づく力を高めること、課題の解決に住民や関係団体、専門機関等が連携
して取り組める体制づくりを目指し、市の総合相談体制と連携し地域づくりに取り組む。また、必要とする人
が適切に支援につながれるよう、成年後見制度の普及や利用促進に取り組む。

目標の達成に向けた課題

　継続的にコロナ禍の影響を受け、活動について未だ一定の制約がかかっており、コロナ禍以前の状況には復
旧してはいない。今後もWithコロナにおける社会活動を前提として、各種事業の再開、継続をオンライン等の
活用・工夫により図る必要がある。また、感染予防対策等の新たな負担が加わる中で、自主財源・補助金・委
託料等の限られた予算の効果的・効率的な執行も求められる。さらに、各種相談等のニーズ変化を踏まえて組
織全体を見渡した人材の適正配置、育成及び柔軟な組織体制の構築が必要となる。
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　令和元年度の新規設置数の3か所を基準に、年度ごとの新規設置増の数を指標としました（指標を新規数と
したのは、新たに出来た数をわかりやすく示すため）。
　既存のサロン等の活動継続の支援、また、新たな参加及び多様な方の受入れ等を進める活動にも取り組みま
すが、個々のサロンで会場条件や規模が違うこと、基本的には歩いて行かれる距離を中心に参加する場がある
ことが望ましいこと等を考慮し、一定数を継続的に増やすことを目標として新規立ち上げ数を指標とします。
　既存・新設のサロンの把握や支援に取り組むことにより、様々な人が自分に合った居場所を探し（選び）、
地域参加につながることを目指します。

事業（活動）指標

指標名 ミニデイサロンの新規設置数

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

2 3 3 3

内容説明

　年度ごとの新規登録者の増加目標を指標としました。数値は、市社協ボランティアセンター、地区ボラン
ティアセンター、茅ヶ崎ボランティア連絡会加盟の団体への新規の登録者数の合計です。

ボランティアの新規登録者は、令和元年度126人に対し、コロナの影響で令和2年度72人と激減しており、ま
ずはビフォアーコロナの状態を目指した数値を設定し、過去の推移を参考に前年度比12～15％増で設定してい
ます。
　この指標によって、ボランティアを増やすための周知活動や場づくり等の取組に対する成果を検証するとと
もに、ボランティア活動をきっかけとした地域福祉の活性化を図ります。

指標名 新規ボランティア登録者数

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

86 109 125 140

内容説明

　市内各地区で行われているネットワーク会議で共有される事例のうち、年度の新規共有事例の実人数を指標
とします。数値は、過去3年間の新規共有件数の平均14.9件/地区の13地区分を設定しています。

ネットワーク会議は、地区内で相談を受ける窓口となる人たちや専門職が定期的に集まり、地区の課題・困
りごとを共有する会議です。この会議を活用し、市の総合相談体制と協働することにより、各相談機関が新た
に把握した課題（事例）を地区の支援検討の場で共有し、多様な参加・連携（支え合い）による支援体制の構
築を目指します。

指標名 ネットワーク会議での共有事例件数（新規実件数）

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

162 195 195 195

内容説明

　日常生活自立支援事業の新規利用者数及び法人後見事業と市民後見人の新規受任者数の合計数を指標としま
す。数値は、過去3年間の平均値から日常生活自立支援事業15件、法人後見事業3件とし、市民後見人について
は、今後の養成等を鑑み4件とし、その合計数を設定しました。
　この事業を通じて、判断能力が不十分な高齢者及び障害者等の手続きや金銭管理等の支援を行います。
　判断能力が不十分なことにより生活のしづらさを抱える本人等の生活を守り、また、市民後見人等による理
解者、担い手の育成により、茅ヶ崎市域での権利擁護の促進の目安とします。

指標名 日常生活自立支援事業利用者と法人後見・市民後見人受任の新規件数

令和３年度実績 令和５年度目標 令和６年度目標 令和７年度目標

22 22 22 22

内容説明
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